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2. 

2.1 

2.1.1 

 2-1  

 2-2  

（低←実質的には水素コスト→高）

輸送人キロ（トンキロ）/日

非電化路線
（旅客）

貨物列車
（機関車）

郊外、中山間地などを走る起伏のある地方非電化路線
市街地と中山間地などを結ぶ電化区間に連結された起伏のある非電化路線

利用シーン:

大

小

大規模受入拠点

三大都市圏の
鉄道・地下鉄など

地方の単線・
一両編成など

高い←水素の選択される可能性→低い

利用シーン:
大規模拠点から各地への貨物・水素輸送

大規模
受入拠点近傍

拠点から
往復可能圏内

二次
受入拠点近傍

拠点から
往復可能圏内

二次輸送不適
などの遠隔地

※ローリー輸送の場合、往復できる距離は片道200km程度。船舶や鉄道は数百kmで距離的な制約はない

（低←実質的には水素コスト→高）

輸送距離

タグボート/旅客フェリー等

大

小

大規模受入拠点

高い←水素が選択される可能性→低い

近距離離島航路
内航旅客/貨物船

液体水素運搬船
など

内航ROROフェリー、貨物船等
（北海道-関東圏などの⾧距離）

比較的近距離の内航旅客/貨物船
（瀬戸内海など）

外航航路

湾内航路

内航航路

タグボート/旅客
フェリー等小型の電気推進船舶の導入が拡大

二次基地へ直接寄港しない

大規模
受入拠点近傍

拠点から
往復可能圏内

二次
受入拠点近傍

拠点から
往復可能圏内

二次輸送不適
などの遠隔地

※ローリー輸送の場合、往復できる距離は片道200km程度。船舶や鉄道は数百kmで距離的な制約はない
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（低←実質的には水素コスト→高）

輸送距離

大

小

小中規模の
水素航空機

小中規模の中距離向け水素航空機
利用シーン:国内の主要都市又は地方都市間を結ぶ中距離航路を中心に導入が進む

利用シーン:
離島等で生産される
余剰水素を活用

大規模受入拠点
又は製造拠点

国際線

国内線
(小・中型機)

高い←水素の選択される可能性→低い

SAF利用が拡大
国内線

(大型機)

小型の水素航空機
小型の電動航空機の導入が拡大

大規模
受入拠点近傍

拠点から
往復可能圏内

二次
受入拠点近傍

拠点から
往復可能圏内

二次輸送不適
などの遠隔地

※ローリー輸送の場合、往復できる距離は片道200km程度。船舶や鉄道は数百kmで距離的な制約はない
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 2-6  

H2

H2
等

LH2

水素大規模受入拠点

輸入水素 パイプライン

ローリー

駅・鉄道車両基地

水素動力車両 フォークリフト

バス/タクシー/トラック等
水素貯蔵

H2

H2
等

水素ステーション



 

 2-7 /  

H2
LH2

港湾エリア

輸入水素

港湾設備 内航旅客船

内航貨物船

トラック等

水素
ステーション

H2
等 H2

等



 

 2-8 /  

 

H2
H2

LH2

水素大規模受け入れ拠点

輸入水素

バス/タクシー/トラック等

水素ステーション

空港

航空機
（短・中距離国内線）

パイプライン

ローリー

H2
等

H2
等



2.2 

2.2.1 

H2

水素製造

発電設備

電力

ローリー

水素貯蔵

内航旅客船

空港

航空機（離島航路）

乗用車/バス等
離島航路

H2

H2

H2 H2

H2



2.2.2 

個別モード モード連携後

トラック 内航貨物 XX

水素需要量

輸送コスト

水素コスト

必要コスト

交通需要量

～億円/Nm3 ～億円/Nm3 ～億円/Nm3

トラック 内航貨物 XX

水素需要量

輸送コスト

水素コスト

必要コスト

交通需要量

～円/トン（水素需要量によって変化）

～円/ト（水素需要量によって変化）ン

億円/Nm3

～～MJ ～～ MJ ～～ MJ

～～トン ～～トン ～～トン ～～トン

必要拠点数 ～～箇所 ～～箇所 ～～箇所

～～％の削減効果

拠点整備コスト ～億円/箇所 ～億円/隻 ～億円/箇所

～～ MJ ～～ MJ ～～ MJ

必要拠点数 ～～箇所

拠点整備コスト ～億円/箇所

～円/トン（水素需要量によって変化）

～円/トン（水素需要量によって変化）
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 

 

 

 

 

 

 

 



備考設定値項目
 復圧インターバルによる供給不能時間を加味し、ST供給能力のうち利用可能な供給力を基に設定最大50％設備利用率

商用車
専用ST  実証動向を踏まえ、商用車向けサイズとして設定1,200Nm3/hST供給能力

 実証動向、事業者ヒアリング等を踏まえて設定10分復圧インターバル

 商用車と同様の考え方で設定33％設備利用率
船舶・鉄道・

航空機向けST
共通

 需要を2か所のSTにて供給可能な量となるように設定需要に応じて変化ST供給能力

 現在の運用体制を基に設定２か所ST設置数

 充填にかかる時間と同様になると想定1.0h復圧インターバル鉄道

 充填にかかる時間と同様になると想定1.0h復圧インターバル船舶

 液化水素を利用するため、復圧インターバルの時間は不要と想定ー復圧インターバル航空機

 各モードが共通の設備を利用する場合を想定し利用時間の組み合わせなどを基に設定68%設備利用率

マルチモーダル型ST  マルチモーダル利用のため、船舶等向けの能力を25%増強した供給能力として設定需要に応じて変化ST供給能力

 現在の運用体制を基に設定２か所ST設置数



復圧インターバル
10min

1時間当たり
16.7％稼働

（1時間当たり1台）

復圧
インターバル
（10 min）

画面操作
支払いなど
（2min）

充填
画面操作
支払いなど
(2min)

10 min

商
用
車
向
け

鉄道

水
素

供
給

量
は

設
備

の
稼

働
パ

タ
ー

ン
に

応
じ

て
変

化

船舶

航空機

1h充填

1h充填

0.5h
（0.5h充填）

× 4本分

× 4隻分

× 8機分

50 min

※国内線での運航時間等から推計
※液水充填時間は圧縮水素と同程度
※液水充填のため復圧は不要

事業者ヒアリング
より60分/本

最
低
稼
働
率

最
大
稼
働
率

画面操作
支払いなど
（2min）

充填 画面操作
支払いなど
(2min)

充填 ・・・・

10 min 10 min10 min

1時間当たり50％稼働
（1時間当たり3台）

1日あたり
8時間稼働

一日あたり
8時間稼働

1日あたり
4時間稼働

充填

10 min

次の往来までの
空き時間

（38 min）

本資料における用語の定義
設備稼働率
• 利用者が充填作業（橙）を行っている

割合を示す

設備利用率:
• 施設の想定供給能力（Nm3/h）のう

ち、実際に供給できる割合を示す
（復圧インターバルの時間も含む）

1h復圧

1h復圧



1

時
間

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

時
間

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

1

時
間

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

時
間

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

50%30%25%17%0%設備稼働率

休止

休止

設備利用率＝ ≒ 54%

運用パターン:供給時間の調整が可能なトラック・タクシー
の供給時間を調整し、待機時間が発生しない運用を想定

運用パターン:路線・高速バス、その他商用車の供給ピーク
時間帯では一定程度の待ちが発生する運用を想定

24 h×50％（最大稼働率）

17%×6h+30%×18h
設備利用率＝ ≒ 50%

24h×50％（最大稼働率）

25%×12h+50%×6h

17%

30%

17%

30%

50%

50%

25%

25%

25%

25%



 

13

時
間

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

1

時
間

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

時
間

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

設備利用率＝ ≒ 68%

運用パターン:比較的供給時間の調整が可能なトラック・
タクシーを調整し、すべての時間で待ちが発生しない運用

運用パターン:自動車の補給ピークと考えられる時間帯だ
けを調整して、船舶への供給を想定

24 h ×50％ （最大稼働率）

8.13時間相当
設備利用率＝ ≒ 67%

24 h ×50％ （最大稼働率）

8.05時間相当

自動車（24時間稼働）＋船舶 自動車（ピーク稼働）＋船舶

1

時
間

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

50%30%25%17%0%設備稼働率 船舶用利用

船舶、鉄道、航空燃料供給時において、25％分の追加供給力を確保するように追加設備を整備
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試算における運用条件・方法想定充填時間交通モード

 大型トラック受入可能なスタンドで燃料残量が少なくなったタイミングで給油。
 24h共通して実施される場合と、日中に集中した場合を想定。

10分/台
（大型）トラック

商用車  ピークとなる営業時間の前後（6～8時、18時～22時）の6時間を中心に実施。3~8分/台路線バス
高速バス

 営業所内の水素スタンドではなく、周辺STにて水素供給実施。
 供給時間は台数・運行管理に基づき、平準化して実施可能。数分/台タクシー

 Shore to Shipにて、共有の陸上供給拠点から供給を実施を想定。
 燃料電池船に対する供給を想定。
 夜間での供給に関しても可能。
 接岸時間に実施を行うため、数時間の調整は可能。

1時間/隻
（復圧含め2時間）

内航貨物船
（499型）

船舶
1時間/隻

（復圧含め2時間）
旅客フェリー
（定員500名）

 ピーク時間（6～10時、17～22時）を除く15時間の間に供給。
 1編成当たり1車両、約100kg容量のタンク（航続距離350km）に、1回/日充填す

る想定。（ヒアリングにより設定）
 ただし、走行距離が⾧い路線では必要充填回数も多くなり、ダイヤの見直し等の検討が

必要となる点に留意が必要。

1時間/車両非電化車両鉄道

 現状では液化水素と圧縮水素の充填時間は同程度と言われているものの、液化水素の
充填量が多くなることから充填時間が不透明なため、30分程度と想定。

 液化水素のためインターバルは不要と想定（ヒアリングより）。
~30分/機プロペラ機

（~100席）航空機



2.3 

2.3.1 



 



2.3.2 



11%

10%

17%

15%

13%

14%

7%

10%

0% 5% 10% 15% 20%

水素供給コスト

マルチモーダル型STの拠点整備コスト

設備利用率

ST供給能力

マルチモーダル型水素STの導入によるコスト低減効果 [%]

設定値を0.8倍
設定値を1.2倍

ベースケース:12%

4.9%※

※水素供給コストが現状の100円/Nm3の場合
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(1) 























(2) 

 2-44

算定根拠の概要水素需要
(トン/年)交通モード

1次供給
大規模水素
受入拠点 一次輸送距離需要拠点名1次需要地

種別
 港発のフェリーの時刻表から総航行時間を算出し、

燃料消費量を推計。12,384旅客フェリー

-姫路港港湾姫路

 港の内航貨物移出量と内航貨物船の平均航行
距離を基に、トンキロ法にて燃料消費量を推計。2,499内航貨物船

 港の総貨物移入量と国内でのトラック平均輸送
距離を基に、トンキロ法にて燃料消費量を推計。16,821トラック

 港の総貨物取扱量と港湾内での荷役機械の燃
料使用原単位を基に、燃料消費量を推計。903荷役機械





内貿貨物移出量
（万トン/年）

335

国交省近畿地方整
備局資料

C重油発熱量
(MJ/L)

41.9

岩谷産業ウェブ
ページ「各種燃料

比較」

内航貨物平均輸送
距離（km）

489

日本海事センター
「内航海運の活動」

××
燃料消費原単位
（L/トンキロ）

0.015

政府統計「内航船
舶輸送統計調査 」

×

FC燃費効率
（対ディーゼル）

1.32

メルボルン大
公開資料等

÷
水素発熱量
(MJ/トン)

142000

岩谷産業
公開資料等

÷
水素消費量

2,499(トン/年)

-

＝
FC船積載効率
（対既存燃料船）

0.962

FutureProofShipp
ing資料

÷

入港船舶総トン数に
占める499型の割合

43%

兵庫県
「港湾統計年報」

×



(3) 

算定根拠の概要水素需要
(トン/年)交通モード

1次供給
大規模水素
受入拠点 一次輸送距

離需要拠点名1次需要地
種別

 空港出発便の時刻表を基に総飛行時間を集計し、飛
行時間当たりの燃料消費量を乗じることで燃料使用量
を推計。

10,515航空機

71km伊丹空港空港姫路

 羽田空港での空港内車両の燃料消費量を基に、空港
総利用者数を比較することで燃料消費量を推計。823空港内車両

 空港発バス時刻表とGoogleマップを基に各バス路線の
総移動距離を集計し、燃料消費原単位を乗じることで
燃料消費量を推計。

410空港発高速バス

 空港発バス時刻表とGoogleマップを基に各バス路線の
総移動距離を集計し、燃料消費原単位を乗じることで
燃料消費量を推計。

100空港発路線バス

 羽田空港でのタクシー稼働実績を基に、空港利用者数
を比較することで燃料消費量を推計。93タクシー

 空港での貨物取卸量とトラックの平均輸送距離を基に、
トンキロ法にて燃料消費量を推計。132トラック



年間水素需要量

10,515(トン/年)

-
（53便の場合）

＝

FC燃費効率
（対ディーゼル）

1.32[1]

メルボルン大
「Comparing 

Powertrains for 
Heavy-Duty」

÷

増便を考慮した
ジェット燃料
消費量

119(トン/日)

 前述のロジック
を基に推計（53
便の場合）

水素発熱量

142,000(MJ/トン)

経産省「水素・ア
ンモニアサプライ
チェーン投資促

進・需要拡大策に
ついて」

ジェット燃料密度

8×10-4(トン/L)

出光興産
安全データシート

÷÷

ジェット燃料
発熱量

36.30(MJ/L)

資源エネルギー庁
「エネルギー源別
標準発熱量 ・炭素
排出係数 (2018年

度改訂) 」

×
年間日数

365(日/年)

ー





(4) 

算定根拠の概要水素需要
(トン/年)交通モード

1次供給
大規模水素
受入拠点 一次輸送距

離需要拠点名1次需要地
種別

 空港出発便の時刻表を基に総飛行時間を集計し、飛
行時間当たりの燃料消費量を乗じることで燃料使用量
を推計。

840航空機18.5km福江空港空港

椛島
※オンサイト

製造
五島離島

モデル
 港発のフェリーの時刻表から総航行時間を算出し、燃

料消費量を推計。2,700旅客フェリー15km福江港港湾

 福江港発の路線バスのルート距離×乗車人員を基に、
人キロ法にて燃料消費量を推計42路線バス15km離島内港湾



2.4.3 

(1) 



(2) 

備考水素消費量
トン/年・台稼働台数台当たり運行本数

本/日・台営業キロ平均通過人員/
積載量対象車両

 姫新線の運行情報
等に基づき設定

30
（日当たり80kg程度）23両7

22~38km
（全区間総距離は

158km）

111~7,011人
（全区間平均は

1,399人）

非電化路線
（旅客）

1

 姫新貨物線の運行
情報等に基づき設
定

58約30両1260~984km70~200t非電化路線
（貨物）

2

 国交省による兵庫
県内事業者へのア
ンケート調査に基づ
く走行距離

21-2192 (km/日)10tトラック3

 SORAの定員を参
照4-91616人路線バス4

 大型観光バスの4
列×11行程度の規
模を想定

23-224025人高速バス5

モデル 
② 



(3) 

備考水素消費量
トン/年・台稼働台数台当たり運行本数

本/日・台営業キロ定員/
積載量対象車両

 フェリー運航会社の
運行情報等に基づ
き設定

800~2,8007隻7~12
12~41km

（航行時間等から
推計）

150~490
（定員）旅客フェリー1

 港湾統計等に基づ
き設定440-1490 (km/日)

（平均輸送距離）
1,600t

（最大）
内航貨物
(499GT)

2

 国交省による兵庫
県内事業者へのア
ンケート調査に基づ
く走行距離

21-2192 (km/日)10tトラック3

10,515 



(4) 

備考水素消費量
トン/年・台稼働台数台当たり運行本数

本/日・台営業キロ平均通過人員/
積載量対象車両

 航続距1,250km
のFC航空機を想定210~60053便/日1~51,250 km

（航続距離）
各航空会社
路線毎実績航空機1

 国交省による兵庫
県内事業者へのア
ンケート調査に基づ
く走行距離

21-2192 (km/日)10tトラック2

 SORAの定員を参
照4-91616人路線バス3

 大型観光バスの4
列×11行程度の規
模を想定

23-224025人高速バス4

2--300 (km/日)-タクシー5



3. 

3.1 

3.2 



3.3 

3.3.1 

水素供給方法

現状の水素ステーションは圧縮水素を一定の決められたプロ
トコル（量・時間）でしか充填できないため、マルチモーダル
型ステーションにおいて、圧縮水素のみを供給する場合と、
圧縮水素と液化水素の双方を供給する場合のコストの差
異や運用方法の違いを検討する必要がある。

現状、モビリティ向けの異なる充填プロトコル（商用トラックへの圧縮ガス
充填）については実証段階、液充填については開発未完であることも
踏まえると、まずはそれぞれの充填プロトコルの確立を目指し、その後双
方を供給する場合の充填プロトコルの開発を行う。

運用ルール・充填ス
ケジュール管理

また、不定期運行する交通モードに充填する場合の運用
ルールの整備・制約や、ダイヤ運行する交通モードの混雑状
況や水素ステーション性能等を考慮した、充填タイミングを
管理する体制構築を検討する必要がある。特に航空機の
場合、空港運用時間や出発時間に応じてレーンを利用し
なければならないことも念頭に置く必要がある。加えて、イレ
ギュラーな事態でダイヤ外の燃料の再充填が必要になる場
合にも備え、余裕を持った運用とする必要がある。

モデルによって管理主体は異なるため、進め方も異なると考えられる。
港湾であればCNP検討会のように、既に発足している複数事業者との
連携を見据えた協議体をベースに体制構築を図る、また、鉄道であれば
事業者主体で推進が進められている中で手法論を議論するなど、モデ
ルごとの検討状況に合わせ、既存の取り組みと照合しながら検討する。
その上で、実際に充填スケジュール管理が機能するか等、実証を通じた
検証を行いながら、最適な運航体制を構築する。

水素輸送方法

湾港で受け入れた液化水素を鉄道荷物として輸送するの
か、パイプライン/トレーラーなどで供給拠点まで輸送するの
か、はたまた内航転送で二次拠点へ供給するのか等、適切
な水素輸送方法の検討が必要である。

モデル導入の初期断面（~2040年頃）では、液化水素ローリーを
ベースとした輸送インフラの構築を検討し、⾧期的には、需要規模の拡
大や二次受入拠点への供給に向けて、内航転送/パイプライン/鉄道輸
送等の実装可能性について検討を行う。また、液化水素の鉄道輸送に
おいては、振動/入熱等による圧力上昇等における安全性を継続的に
検証していく。

規制・制度
保安に関わる技術
基準や規制の合理
化・適正化

マルチモーダル型水素ステーションの場合、水素貯蔵量が大
きく、港湾だけでなく駅・空港などでの利用となるため、離隔
距離など規制面での合理化等の検討が必要になる。既に
大型化に伴う規制合理化も検討されているが、マルチモーダ
ル型での適用可否については別途検討が必要である。ま
た、水素ステーションの設置場所によっては、駅・港湾・空港
の制限エリア内に他の交通モードが侵入するケースも考慮す
る必要がある。

例えば経済産業省「水素保安戦略の策定に係る検討会」等において、
マルチモーダル型水素ステーションの運営において必要な法規制や安全
基準の合理化/適正化が必要な項目を洗い出し、国と事業者の間で
実装に向けた議論を進める。

人材確保・
育成

水素産業に関する
人材確保

水素の取り扱い、水素ステーションの維持・管理、水素車
両の整備などの専門知識や資格を有する人材の確保が必
要である。

産官学が連携し、様々な関連プレイヤーとの協業を通じて水素に関連
する専門知識を有する人材を育成する方向性が考えられる。具体的に
は、自治体での水素関連プロジェクトの組成を国のサポートだけでなく、
先行する民間事業者との連携によって実現することで、水素に関するノ
ウハウ・知見を自治体に蓄積し、人材の育成に繋げる。

設置・運用

観点 項目 モデル実現に向けた課題（検証が必要な事項） 解決の方向性



3.3.2 

3.3.3 

3.3.4 

3.3.5 

設置・運用 交通モード間の距離
鉄道と路線バスなどで実際の充填場所が離れている場合、
交通モードや実態に合わせた水素ステーションの仕様を検
討する必要がある。

旅客・貨物の交通モードへの補給地点が離れていても、蓄圧器や圧縮
機といった設備の共用化が可能か、実現可能性を検証する。

規制・制度
燃料電池鉄道車両
の法規対応

高圧ガス保安法関係法令など、営業線での走行に向けて
法規制への対応が必要になる。

既に「水素燃料電池鉄道車両等の安全性検証検討会」にて法規制
の見直しについて検討が開始されており、2030年代での燃料電池車
両の導入を見据えて、2030年までを目途に整理が行われることが期待
されている。

観点 項目 モデル実現に向けた課題（検証が必要な事項） 解決の方向性

設置・運用 水素供給方法

Ship to Ship/Shore to Shipのいずれでの水素供給が
適切なのか検討する必要がある。Shore to Shipの場合
は、潮位差や喫水、供給距離によって成立しないケースも
想定される。また、Ship to Shipでの供給を想定する場
合、バンカリング船の開発も必要になる。ゆえに、具体的な
モデル/対象船舶を想定しながら水素供給方法を検討し、
必要に応じてバンカリング船の開発/FS等を推進する必要が
ある。

CNP検討会などの政府が主導する既存の会議体での議論から開始
し、実装に向けた詳細検討を進める、あるいは港湾管理者や民間事業
者らによって協議を開始できる体制構築を政府が後押しする等の取り
組みが求められる。

観点 項目 モデル実現に向けた課題（検証が必要な事項） 解決の方向性

設置・運用
地方空港への水素
供給

リージョナルプロペラ機向けに水素をリーズナブルなコストで安
定的に入手し、地方空港へ供給できる体制構築が必要で
ある。特に水素導入当初は、場合によっては液体水素ロー
リーを既存燃料の数倍の台数で運用する必要があるため、
空港内の地上交通の混雑も引き起こす可能性がある。

安定的な供給インフラの構築に向けて、産業部門など他セクターや行政
/地方自治体等と協力しながら導入に向けた協議会の立ち上げや、民
間主体での検討を推進できる体制の構築を進める。また、その検討の
際には、水素燃料補給に伴う地上交通のオペレーションの見直しを勘
案する。

技術開発
液化水素とガスの同
時充填

リージョナルプロペラ機の場合、原則液化水素での充填とな
るが、商用車には水素ガスの供給となるため、マルチモーダル
型水素ステーションの場合、ガスと液体の供給を両立させる
必要がある。

液化水素ローダーと通常のディスペンサーを有する水素ステーションの成
立性検証のためのFS、システム全体の制御技術開発などを推進する。

観点 項目 モデル実現に向けた課題（検証が必要な事項） 解決の方向性

水素供給
離島への水素供給
方法

離島への水素の供給は、需要規模が一定数量を越える
と、内航船での転送が必要になると想定されるため、内航
転送を行う場合の運行ルートや離島を含めた供給網の検
討が必要である。

それに対しては、内航船が稼働可能な距離感にある複数の離島におけ
る需要をインテグレートする等、内航転送船の開発やコスト低減のため
に内航船の共用化を図るモデルの構築を検討する。

観点 項目 モデル実現に向けた課題（検証が必要な事項） 解決の方向性



3.4 



4. 

4.1 

4.2 

理想的な水素利用モデルの特定

• 過年度に整理した交通モードマップについて、委員会を通じて有識者
からの意見を収集し、各交通モードにおける利用シーンを特定する。

交通モードマップの整理（2.1項）

• 水素利用モデルの検討に先立ち、国内外で大規模受入拠点や離島に
おける余剰再エネ活用による水素製造等を起点として、エリア全体で
水素利用モデルを実現・検討している事例分析を行い、モデル検討の
参考とする。

水素利用モデルに係る国内外事例調査（2.1項）

• 交通モードマップから特定される利用シーンの重ね合わせで、複数モー
ド連携による需要創出が期待されるモデルを作成し、 1-2の事例調
査結果等も踏まえて、いくつかのパターンに類型する。

モデルの作成（2.1項）

• 具体的な地域を例として、想定される地域特性やそれが需要・コストに
与える影響等を整理する。地域の設定は、既存の取組事例や委員会
での議論等も踏まえて設定。

• モデルにおいて、特定条件下での経済性試算を行う。

地域特性等を踏まえた経済性試算（2.2~2.4項）

モデル実現に向けた課題と解決方向性の検討

• 1-4で実施した経済性試算の結果や、事例調査、モデルパターン検討時の
整理結果等を踏まえ、モデルの実現、事業性の確保等における課題を整理。

モデル実現に向けた課題整理（3章）

• 2-1で整理した課題の解決の方向性を検討する。特に、モデルパターンに含
まれるモード連携や需要創出等の要素との関連性も踏まえた解決の方向性
を提示する。

課題解決の方向性検討（3章）

交通分野での水素利用拡大に向けたロードマップ・提言のとりまとめ

• 現行制度の動向や実証事例等を踏まえ、モデル実現に向けたロードマップを
作成する。

ロードマップの整理（4章）

• 2や3-1と合わせて、課題解決・ロードマップの実現に向けて求められる政策
等について提言をとりまとめる。

課題解決に向けた提言書の作成（5章）



4.3 

4.3.1 



運
用
・
設
置

シ
ナ
リ
オ

初期導入 普及拡大
～2040年 ～2050年

• 鉄道・船舶での導入・普及、航空機での水素利用の技術開発、規
制・制度の合理化・適正化が進み、マルチモーダル型水素ステーション
の設置によって徐々に実装が進む

• マルチモーダル型水素STを
基軸とした水素インフラの普
及拡大

【運用ルール・充填スケジュール管理】
 既存の協議体や管理主体となる事業者を中心として、複数交

通モードが利用するための運用ルール・充填スケジュールの管理体
制・管理方法を検討

FS段階

【設置制約・設備の仕様】
 水素の利用が期待される駅、港湾、空港の各運営・管理者等、ST設備メーカー、EPCなどと

共同で、実運用・地域特性に即した仕様を検討

【マルチモーダル型水素STの充填プロトコル】
 国の補助事業等で進められているHDV用水素充填プロトコルの研

究開発の延⾧として、液化水素の充填や大流量水素充填プロト
コル等の技術開発を推進技

術
開
発

【複数交通モードへの同時充填技術】
 国の補助事業等で進められている超高圧水素インフラ等の研究開発の延⾧として、鉄道・船

舶などへの充填と、商用車への充填といった流量が異なる複数交通モードへの充填技術の開
発、圧縮水素と液化水素の充填設備共用化に係る技術の開発を推進

• 商用車向け水素ST・車両の普及拡大
• マルチモーダル型水素STの導入に係る技術

開発、規制面の合理化・適正化の検討

～2030年

【充填プロトコルの合理化・適正化の検討】
 運用実績やデータの蓄積によって安全性の確保を前提に更なる合理化や適正化を充填プロトコ

ルの開発と同様に国の補助事業等において継続的に推進

【運用ルール・充填スケジュール管理方法の適正化の検討】
 既存の協議体や管理主体となる事業者を中心として、FC車両の普

及など環境変化に応じて運用方法などの見直し 検討を継続

NEDOのHDV普及シナリオ（抜粋）

【燃料電池HDVの初期導入段階】
国内はﾊﾞｽ（約130台）・ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ（約400台）で
先行、ﾄﾗｯｸ、鉄道、船舶で試験運転・技術実証の
開始、海外でも幅広いHDVで実証段階、鉄道、ﾌｫｰ
ｸﾘﾌﾄは商用運転開始、航空用ｼｽﾃﾑ開発も本格化

【充填技術】
 国の補助事業等で進められている超高圧水素技術等の研究開発の

延⾧として、低コスト水素供給インフラ構築等の検討を継続的に推
進

【液化水素の鉄道輸送を考慮した運用方法】
 ローリーやコンテナ輸送を前提とした運用方法に加え、鉄道事業者と関連事業者等が、液化水素の鉄道輸送に係る供給インフラを想定した

STの運営方法や鉄道輸送用コンテナからの水素供給を想定した設備構成を検討

【HDV領域のCN実現】
燃料電池HDVによる運輸部門
のｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ実現に貢献
FCトラックのグローバル市場

規模100万台以上/年

【HDV初期導入開始段階】
国内外の主要国で大型ﾄﾗｯｸをはじめ、船舶、電車、建機・農機など
他のｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝへの本格普及の開始

小型FCトラック:累計1.2~2.2万台
大型FCトラック:累計5千台

規
制
・
制
度
・
そ
の
他

【行政によるステークホルダーの支援】
 水素の大規模な需要創出を促すため、行政による需要家に対する導入インセンティブの付与等の検討
 水素の大規模な利用拡大に繋がり、幅広い事業者に裨益する供給拠点の整備に対する行政による継続的な支援
 早期の事業化を前提とした行政によるスキームの構築（例:地域企業間連携、水素ハブの構築、水素供給インフラの公共化など）

に関する検討を推進

【保安に関わる技術基準や規制の合理化・適正化】
 マルチモーダル型水素STで想定される複数交通モード利用の安全基準や規制の合理化・

適正化について、経済産業省の「水素保安戦略の策定に係る検討会」等の既存の会議体
において継続的に議論

【人材育成・確保】
 水素関連プロジェクトの組成を国のサポートだけでなく、先行する民間事業者や地方自治体等との連携によって実現することで、水素に関するノウハウ・知見を広く関連する

ステークホルダーに蓄積し、国内の水素分野の人材育成につなげる
 大学や公的研究機関を含む産官学の連携により水素産業に関する人材育成センターの設置など教育・理解促進の取組を継続的に実施

【更なる規制等の合理化・適正化】
 実装後に蓄積される運用実績等を基に、更なる合理化・適正化につい

て、既存の会議体において継続的に議論

【鉄道輸送用液化水素タンクコンテナの開発】
 鉄道事業者とメーカーにより、液化水素の鉄道輸送を目的とした鉄道輸送用液化水素タンクコンテ

ナを開発

【普及に向けたコストダウン】
 鉄道事業者とメーカーが車両

やタンクの軽量化等の技術開
発を継続し、普及に向けたコス
トダウンについても検討を継続【鉄道輸送用液化水素タンクコンテナの実用化に向けた法整備の検討】

 従来のLNGやLPG等の燃料輸送におけるコンテナ輸送の実績を基に、鉄道輸送用液化水素コンテ
ナ開発に伴う規格整備や安全性検証などを国土交通省等が検討



4.3.2 

4.3.3 

運
用
・
設
置

シ
ナ
リ
オ

初期導入 普及拡大
～2040年 ～2050年

• 鉄道・船舶での導入・普及、航空機での水素利用の技術開発、
規制・制度の合理化・適正化が進み、マルチモーダル型水素ス
テーションの設置によって徐々に実装が進む

• マルチモーダル型水素STを
基軸とした水素インフラの普
及拡大

FS段階

【荷役機械への活用】
 鉄道事業者と連携事業者等が、鉄道車両に対する充填と貨物ヤードの荷役機械への充填と他モードへの充填において、両者の

充填圧力が異なる(FCF:~35MPa、 FCV:70MPa)）など、条件の異なるモードへの供給方法を検討

【各交通モードの充填場所を考慮した充填方法・設備構成】
 鉄道と路線バスなどで実際の充填場所が離れている場合におけるSTの共有化について、

鉄道事業者と連携事業者等が、運用方法の検討、水素ST側の設備構成を含む仕
様を検討

• 商用車向け水素ST・車両の普及拡大
• マルチモーダル型水素STの導入に係る技術

開発、規制面の合理化・適正化の検討

～2030年

規
制
・
制
度

鉄
道
＋
自
動
車

• 実証が先行する燃料電池車両が旅客向けに導入
• 貨物内燃動車への導入や水素エンジン車両の技術開発も並行

• 鉄道による水素輸送インフラ
の拡大

【貨物内燃動車での水素利用を考慮した充填方法・設備構成】
 先行して進む旅客車両と商用車によるSTの共有化に加え、鉄道事業者と連携事業者等が共同で、貨物

内燃動車への水素導入に向けたSTの運営方法や設備構成を含む仕様を検討

マ
ル
チ

モ
ー
ダ
ル

鉄
道

【車両の普及拡大に伴う運用方法の見直しや合理化検討】
 水素インフラの普及拡大による運行車両数の増加に合わせて、鉄道事

業者と連携事業者等が整備した運用方法の見直しや合理化を検討

• 燃料電池車両の技術開発・実証の深度化

【燃料電池車両の社会実装に向け
た関係規制や水素関係規制等の
整理・見直し】
 高圧ガス保安法関係法令など、営業

線での運行に向けた検討について、国
土交通省の「水素燃料電池鉄道車両
等の安全性検証検討会」のとりまとめに
基づく対応を継続

【燃料電池車両や水素関係規制等の継続的な見直し】
 実際の運用状況を踏まえて、「水素燃料電池鉄道車両等の安全性検証検討

会」等において必要に応じて継続的に見直し



4.3.4 

初期導入 普及拡大
～2040年 ～2050年

FS段階

【荷役機械への活用】
 CNP検討会などの政府が主導する既存の会議体や港湾管理者・民間事業者等により、船舶に対する充填と港湾荷役機械へ

の充填と他モードへの充填の両立に向け、作業エリアの物理的距離を踏まえた充填システムを検討

【船舶向けのマルチモーダル型水素STにおける水素供給方法】
 CNP検討会などの政府が主導する既存の会議体や港湾管理者・民間事業者等により、船種や潮位差、喫水などを考慮し、

Ship to Ship又はShore to Shipとすべきなのかなどを検討

【多様な船舶種への充填技術の対応】
 船舶の種類はタグボートから大型の旅客フェリー・内航貨物など多岐にわたるため、海運業者や造船事業者が共同で、特に水素利用が想定される船種・航路等を対象

に、様々ある船種に対応した水素の充填技術を開発

～2030年

運
用
・
設
置

技
術

開
発

港
湾/

船
舶
＋
自
動
車 規

制
・
制
度

【水素供給・国際基準等の運航環境整備】
 国土交通省において、水素の燃料供給（バンカリ

ング）の安全かつ円滑な実施のための基準の策定
等の運航環境の整備

シ
ナ
リ
オ

• マルチモーダル型水素STを
基軸とした水素インフラの普
及拡大

• 商用車向け水素ST・車両の普及拡大
• マルチモーダル型水素STの導入に係る技術

開発、規制面の合理化・適正化の検討

マ
ル
チ

モ
ー
ダ
ル

船
舶

• 燃料供給インフラの整備状況に応じて水素FC船が普及
• 水素燃料船の実証運航が完了し商業運航を開始。小型船から

大型船にかけての段階的な導入が進む。

• 普及は燃料供給インフラの
整備状況に依存

• 内航船による水素輸送に係
る供給インフラの普及拡大

• 小型の水素燃料混焼船・燃料電池船（水
素FC船）が一部の航路で導入

• 水素燃料エンジン等の研究開発（～2027）
• 水素燃料船の実証運航（2027～）

【内航船での水素利用・水素輸送を考慮した運用方法】
 港湾管理者・民間事業者等により、水素燃料エンジン内航船への水素充填に加え、内航転送などを想定し

た水素の供給方法や他エリアへの輸送などを考慮した供給スケジュールや運用方法を検討

【安全規則・船員関連規則の整備】
 国土交通省において、水素燃料導入に

伴う安全規則及び船員技能に関する規
則の整備

• 鉄道・船舶での導入・普及、航空機での水素利用の技術開発、
規制・制度の合理化・適正化が進み、マルチモーダル型水素ス
テーションの設置によって徐々に実装が進む



4.3.5 

運
用
・
設
置

初期導入 普及拡大
～2040年 ～2050年

【航空機地上支援車両への活用】
 空港管理者や水素ST運営事業者等により、FCVの特殊車両が開発中などFCVの空港車両の運用実績は限られているため、

性能や使用水素量、水素充填等の運用方法について、実証運用を踏まえて検討

FS段階

【空港内オペレーションの見直し】
 空港管理者や水素ST運営事業者等により、水素燃料の導入に伴う液化水素ローリーによる空港内

での輸送や水素充填に伴う空港内の地上交通を含めたオペレーション見直しの検討

【空港への水素供給/各交通モードの充填場所を考慮した充填方法・設備構成】
 空港管理者や水素ST運営事業者等により、航空機、空港車両、その他商用車への水素供給を見据

えた、空港までの水素サプライチェーンの構築・空港内での水素供給インフラ整備・設備の運営の検討

～2030年

技
術
開
発

空
港/

航
空
機
＋
自
動
車

【液化水素と圧縮水素の同時充填】
 水素航空機は液化水素の充填が想定されるため、水素ST運営事業者及び各種メーカーにより、液化水素ローダーと

圧縮水素用のディスペンサーを有する水素STの成立性検証のためのFS、システム全体の制御技術開発などを推進

規
制
・
制
度 【新技術の社会実装】

 技術開発を進めるとともに、「航空機の脱炭素化に向けた新技術官民協議会」等において官民が連携して、安全基準の策定や
国際標準化に向けた取組を推進

【ターンアラウンドタイムの維持と水素充填時間の短縮】
 現行の給油時間と同程度の水素充填時間となるよう、各種メーカーにより、大流量に対

応できる航空機向けの液化水素ポンプ等を開発

【ジェット燃料設備と高圧ガス設備の併設】
 経済産業省の「水素保安戦略の策定に係る検討会」等の既存の会議体において、空港における

石油類のジェット燃料設備と水素に係る高圧ガス設備の併設が可能となるような制度整備について議論

【ジェット機への導入拡大】
 水素燃焼ジェット機の導入に

よる水素供給量の拡大に伴う、
充填方法や設備構成・各種
オペレーションの見直しの検討

【ジェット機への導入に伴う水素供給量の拡大】
 各種メーカーによる水素燃焼ジェット機の導入による水素供給量の拡

大に伴う大型の液化水素ポンプ等の開発

シ
ナ
リ
オ

• マルチモーダル型水素STを
基軸とした水素インフラの普
及拡大

• 商用車向け水素ST・車両の普及拡大
• マルチモーダル型水素STの導入に係る技術

開発、規制面の合理化・適正化の検討

マ
ル
チ

モ
ー
ダ
ル
航
空
機

• 水素燃料電池電動推進システムによるリージョナルプロペラ機の
導入が開始。ジェット機向け水素燃焼エンジンの技術開発も並行。

• 水素燃焼ジェット機の導入
が進む

【ターンアラウンドタイムの維持と水素充填時間の短縮】
 充填時間が⾧くなることが想定されるため、旅客が搭乗、在機又は降機中に並行して充

填する場合の安全性検証や基準を国土交通省が検討

• 鉄道・船舶での導入・普及、航空機での水素利用の技術開発、
規制・制度の合理化・適正化が進み、マルチモーダル型水素ス
テーションの設置によって徐々に実装が進む

シ
ナ
リ
オ

初期導入 普及拡大
～2040年 ～2050年

• マルチモーダル型水素STを
基軸とした水素インフラの
普及拡大

FS段階

【離島需要の集約化】
 商用車需要が小さい離島では、船舶・航空機の需要が大きくなるため、自治体・港湾管理者・民間事

業者等により、船舶・航空機への水素サプライチェーン構築・供給インフラ整備を検討

【水素供給方法】
 自治体や電気事業者等により、太陽光や風力発電の再生可能エネルギーを利用した島内での水素製造、貯蔵、供給について検討。また、再生可能水素だ

けではコスト・供給量の面で課題があるため、副生水素の活用や本土からの水素運搬船による輸送も検討。

• 商用車向け水素ST・車両の普及拡大
• マルチモーダル型水素STの導入に係る技

術開発、規制面の合理化・適正化の検
討

～2030年

運
用
・
設
置

離
島

【運航の効率化】
 自治体、港湾管理者、民間事業者等により、コスト低減のために内航船の共用化を図るモデルの構築

（内航船が稼働可能な距離にある離島の需要をまかなう運用等）について検討

【車両の整備場の設置】
 島内でのFCV需要に対応するため、自治体、

民間事業者等により、島内にFCV等のメンテナ
ンス・修繕を行う整備場の設置を推進

（注）技術開発、規制・制度の項目についてはモデル共通と同じため記載を省略

• 鉄道・船舶での導入・普及、航空機での水素利用の技術開発、
規制・制度の合理化・適正化が進み、マルチモーダル型水素ス
テーションの設置によって徐々に実装が進む



5. 

5.1 

5.2 

 技術開発や運用ルール等の検討において、交通分野全体での検討や、交通分野と産業分野との横断的
な検討が必要な課題が多く存在する。国が旗振り役として、目指す姿を示すとともに、事業者を含めた官
民一体の取組として検討を進める体制の構築、経済的な支援の必要性を示す。

1 複数交通モードによる共用化に向けた検討体制の構築

 規制の適正化や合理化においては、事業者単独や自治体との連携だけでは実現しえないため、国やアカ
デミアとも連携しながら、安全性、経済性などの視点から検討することが必要。

 発電や産業利用を中心とした価格差支援の導入が進む中、交通分野との親和性は低いと想定される。
既存の政策や新たな補助の対象として、交通分野での利用を想定する必要がある点に言及する。

3 既存の支援策・規制適正化・合理化

 需要規模の創出やインフラの整備は、事業者単独で進めることは困難であり、自治体などによる旗振り、
国を含む行政としてのサポートなどが求められる。

 国として大方針を示すとともに、地域特性を考慮した取組（まちづくりなど）は自治体や地域の民間事業
者を中心に推進することが重要であり、国としてのサポートも必要である点に言及する。

4 自治体との連携による先行地域での取組を推進

提言の方向性
（5つの柱）

 本検討でハイライトしたマルチモーダル型水素STにおいて、複数の交通モードで利用することを想定した充
填技術やシステムの開発が必要である。

 現状、個別交通モードでの技術開発が進められており、次のステップとして、上記のような技術開発が求め
られることに言及する。

2 技術開発の推進

 先行する民間事業者や地方自治体などとの連携によって実現し、同様のノウハウや知見を関連するステー
クホルダーに広く蓄積することで、水素社会を担う人材の育成・確保につなげていく必要がある。

 また、経済的なインセンティブが与えられる規模や期間は限られており、将来にわたって水素が利用され続
けるためには、当たり前に水素を利用する習慣・行動への変容を促すことが求められる点に言及する。

5 人材育成と行動変容を促す仕組みづくり
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6.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.2 
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 

 
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 

 

 

 

 

問．本日の講演の満足度をご記入ください 

問．本日の講演はあなたのお役にたてましたか 

アンケート回答者／回答率 

年代別の参加申込状況 

問．本日の発表内容についてご意見やご感想を自由にご記入ください 
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 

 

 

独自①:貴方の業務上、最も関係の深い交通モードを 1 つ教えてください 

独自②:上記でお答えいただいた交通モードの脱炭素化において、水素燃料がどの程度の役割を担うと考えますか
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独自③:上記理由をお聞かせください
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 

 

 

 

 

独自④:貴方が水素燃料の利用拡大・普及に向けて課題だと考えることを教えてください（複数回答可） 



 

 

 

 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

独自⑤:上記理由をお聞かせください。「その他」を選択された方は具体的な内容もお聞かせください 



・ 

・ 

・ 

 



6.3 



7. 

7.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
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7.2 

 
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 

 
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8. 

8.1 



現在 2030 2040 2050 国・政府 地方自治
体

ST運営者 需要家 メーカーな
ど

運用ルール・充填スケジュー
ル管理

商用車向けの利用をベースにレーン数の一部を
鉄道・船舶・航空機で一時的に占有する運用
試算上の仮定として時間当たりの充填台数を
規定したためばらつきなどは未考慮

【ダイヤ運行×トラック等の不定期運行】
トラックなどのダイヤ運行していない交通モードと、鉄道・船舶・
航空機といったダイヤ運行している交通モードに充填する場合
の運用ルールの整備・制約（復圧インターバルの⾧期化を避
けるために⾧時間の充填はできないなど）

【ダイヤ運行×ダイヤ運行】
鉄道・路線バス・航空機など、ダイヤ運行が行われている交通
モードや、船舶のように入港スケジュールで管理されている交通
モードでは、混雑状況やステーションの性能などを考慮し、マル
チモーダル型水素ステーションでの充填のタイミングを管理する
体制構築や手法などの検討が必要。特に航空機の場合、空
港運用時間や出発時間に応じたレーンを利用しなければなら
ない。また、イレギュラーな事態でダイヤ外の燃料の再充填が必
要になる場合にも備え、余裕を持った運用とする必要がある。

補足:駅などの制限エリア（他交通モードの侵入ができな
い）場合に、安全基準などの合理化・適正化が必要となる点
については、”規制・制度・保安”にて取り上げている。

駅であれば鉄道会社などモデルケースによって管理主体は異なる
ため、進め方も異なると考えられる。
港湾であればCNP検討会のように、既に発足している複数事業
者との連携を見据えた協議体をベースに体制構築を図る、また
は鉄道のように事業者主体で推進が進められている中で手法論
を議論するなど、モデルケースごとの検討状況に合わせ、既存の
取り組みと合わせて検討する。
また、上記体制の構築だけでなく、実際に充填スケジュール管理
が機能するかなど、実証を通じた検証を行う。

〇 ◎ 〇

設備利用率
商用車:25%
鉄道・船舶等:25%

運用の実態に合わせて設備利用率は異なるため、実際にマル
チモーダル型水素ステーションを検討する場合は、エリアごと事
業者ごとに実運用ベースでの効果検証が必要

実証を通じた最適な運用方法の検討と実態を踏まえた設備利
用率を設定し、本検討で想定したコスト低減の水準との比較検
証を行う

◎ 〇

設置制約 駅・港湾などの拠点への設置

駅・港湾などでは限界となる貯蔵量や敷地面積があり、実際
はステーションの大型化には制約があり、供給能力など標準的
な設備仕様の検討が難しい（設置にあたっての制約条件の
把握が必要）
また、旅客・貨物での車両運行エリアの違いもあり、水素充填
箇所を共通化することを前提とした設備の構成や、後述する
規制との兼ね合いについても検討が必要

水素の利用が期待される駅、港湾、空港の各運営・管理者等、
ST設備メーカー、EPCなどとの共同検討により、実運用に即した
仕様（○○Nm3/h、〇レーン、〇MPa、敷地面積など）を検
討する。
例えば、○○の規模はどのエリアでも対応不可、○○の規模であ
れば、既存拠点の○○％に対応できる、旅客と貨物の車両が共
用できることを前提とした設備構成などの検討を行う。
水素利用の普及状況に応じた仕様の検討（黎明期は標準的
（ミニマム）な仕様とし、地域特性等を考慮して増設可能な設
備とする）

〇 ◎ 〇

マルチモーダル型水素ステー
ションの定義

圧縮水素を供給する場合は蓄圧器と圧縮機
およびその制御システムの共用化
液化水素と圧縮水素の双方を供給する場合
は液化水素の貯蔵設備を共用化

圧縮水素のみを供給する場合と、圧縮水素と液化水素の双
方を供給する場合のコストの差異や運用方法の違いについて
検討が必要
（現状の水素ステーションは”圧縮”水素を一定の決められた
プロトコル（量・時間）でしか充填できない）

モビリティ向けの異なる充填プロトコル（商用トラックへの圧縮がス
充填）については実証段階であり、液充填については開発未完
であることから、まずはそれぞれの充填プロトコルの確立を目指し、
双方を供給する場合の充填プロトコルについての開発を行う。

〇 ◎ 〇 〇

モデルケース
共通

設置・運用

ステークホルダー（主体:◎、関連:〇）課題解決の時間軸
カテゴリ 項目

経済性試算での前提
（委員会資料）

モデルケース実現に向けた課題（検証が必要な事項） 解決に向けて必要な取組み



現在 2030 2040 2050 国・政府 地方自治
体

ST運営者 需要家 メーカーな
ど

維持管理
既存のLight Duty Vehicle（LDV）向けの
メンテナンスコスト等を参照

設備利用率が上がるため、定期メンテナンスの実施頻度や消
耗品の交換頻度などの見直しが必要。ただし、稼働時間の増
加が純粋に運用コストと比例関係にあるか、どの程度の影響が
あるかについての検証も必要。

導入当初はLDVのデータをベースに設定し、先行するHDVなど
の⾧期運用による各種実績データを収集しメンテナンスコストの
実態把握と、運用方法などへのフィードバックを継続的に行う。

◎ 〇 〇

運用体制 ー
大型水素ステーションの場合に必要な運用体制・人員、無人
化可否などの検討が必要

（～2030年）大型水素ステーションにおいて、既存の水素ス
テーションと同等の安全性を確保するうえで必要な運用体制・人
員、セルフ充填に向けた基準適正化などを実証を通じて検証す
る。（経済産業省・水素保安戦略の策定に係る検討会等での
継続的な議論の中でマルチモーダル型水素ステーションに関して
も議論していくことを想定）
（～2040年）技術開発等を通じた科学的データ・根拠を取得
し、安全性が担保される範囲で、効率的な運用を可能とする各
種規制・基準などの合理化を検討する。

◎ 〇 〇

給油（給水素）効率
どの程度水素ステーションが集約されるかのみを
評価しており、どの程度の設置数が最適かは未
考慮

トラック運用上、現在のSTではなく特定拠点へ集約することが
輸送効率の観点で事業上許容されるか確認が必要

FCトラックを運用するうえで、どの程度の密度で水素STが必要
か、大規模拠点間の移動であれば双方に設置されていれば良い
のかなど、理想的な条件について詳細検討を行う。

〇 ◎

水素輸送方法 全て液化水素ローリーが前提

港にて液化水素で受け入れたものを鉄道荷物として輸送する
のか、パイプラインorトレーラーなどで供給拠点まで輸送するの
か、または内航転送による二次拠点への供給など、適切な輸
送方法の検討が必要

モデルケース導入の初期断面では、液化水素ローリーをベースとし
た輸送インフラの構築を目指す（~2040年頃）。
⾧期的には、需要規模の拡大や二次受入拠点への供給に向け
て、内航転送、パイプラインや鉄道輸送についての検討を行う。
既にJR西日本、JR貨物らによる検討において、貨物列車による
水素輸送や線路敷パイプラインについて検討されているが、現状
の進捗状況は不明であり、2050年に向けた⾧期的な検討課題
となるため、継続して調査・協議などを進める。また、液化水素の
鉄道輸送においては、安全性(振動、入熱等による圧力上昇
等）を継続的に検証していく。

〇 ◎

需要創出 ー
交通分野だけでなく産業横断的に連携すること、まちづくりの
取り組みなども含めた地域一体での取り組みなど、水素需要
創出に向けた取組みが必要

交通分野だけで大規模な水素インフラが構築されるわけではない
ため、産業分野での水素インフラの構築に向けた検討と連携し、
産業横断での導入計画の策定や、既に主要港湾などで検討が
進む水素ハブの構築に向けた協議体（CNPやCNKなどの検
討）などにおいて、交通分野における検討を推進する。
加えて、官民一体となったまちづくりによる需要創出の検討を行
う。

〇 〇 ◎

技術開発 充填技術

複数交通モードへの供給システムが確立されて
いることが前提
（HDV向けの充填技術についてが既にNEDO
事業で着手されているため、その成果をもってマ
ルチモーダル型水素ステーションの開発が進む前
提とした）

鉄道・船などへの充填と、商用車への水素充填といった流量が
異なる複数交通モードへの充填技術の開発が必要
圧縮水素（ガス）と液体水素の異なる状態で充填する場合
の共用化に係る技術の開発が必要
（例:水素の充填量:HDV＝50kg、小型船舶（ハイドロ
びんご）＝100kg）

現在NEDO事業において進められているHeavy Duty
Vehicle（HDV）向け水素ステーションの技術開発の成果を
ベースに、他交通モードへの大流量ディスペンサーの適用に向けた
技術開発などを推進する。

〇 ◎

モデルケース
共通

設置・運用

ステークホルダー（主体:◎、関連:〇）課題解決の時間軸
カテゴリ 項目

経済性試算での前提
（委員会資料）

モデルケース実現に向けた課題（検証が必要な事項） 解決に向けて必要な取組み



現在 2030 2040 2050 国・政府
地方自治

体
ST運営者 需要家

メーカーな
ど

車両開発

各交通モードにおいて水素利用が期待される用
途（路線バス、非電化路線、リージョナル航空
機など）の技術開発が完了し実装されているこ
とが前提

鉄道、船舶、航空機において、マルチモーダル型水素ステーショ
ンの導入に向けて、可能な限り早期の実装が必要

技術開発が先行する商用車（トラック・バス）などを除き、各交
通モードにおいて燃料電池車両等の導入に向けた小型化や高
効率化などの技術開発が行われている。実装時期は2030年以
降となることが想定されており、マルチモーダル型水素ステーション
の導入に向けて、早期実装を想定した経済的支援の拡充などを
検討する。

復圧インターバル
最低でも充填時間と同等のインターバル時間を
考慮

鉄道や船等に大流量の充填をした後、復圧にどの程度のイン
ターバルが生じるのか、それに応じてどのようなシステム構成にす
べきかの検討が必要
また、復圧インターバル（≒利便性）とコストとの兼ね合いを考
慮した最適な設備仕様の検討が必要

上段の”設置制約”でも触れたマルチモーダル型水素ステーション
の仕様を検討するため、複数台への供給による復圧の所要時間
の把握、適切な圧縮機能力などを整理する。

〇 ◎

人材確保・育成 水素産業に関する人材確保
必要な専門知識や資格を有する人材が確保さ
れることが前提

水素の取り扱い、水素ステーションの維持・管理、水素車両の
整備などの専門知識や資格を有する十分な数の人材が官民
含めて必要。

産官学の連携により、様々な関連プレイヤーとの協業を通じて水
素に関連する専門知識を有する人材を育成する。具体的には、
自治体での水素関連プロジェクトの組成（公用車での利用や山
梨県のように水素供給事業の組成など）を国のサポートだけでな
く、先行する民間事業者との連携によって実現することで水素に
関するノウハウ・知見を自治体に蓄積し、人材の育成につなげ
る。

〇 〇 〇 〇 〇

規制・制度

保安に関わる技術基準や規
制の合理化・適正化（個別
交通モード特有の規制・安
全基準などとの整合性）

規制による制約等は未考慮

マルチモーダル型水素ステーションの場合、水素の貯蔵量が大
きくなり、港湾だけでなく駅・空港などでの利用となるため、離隔
距離など規制面での合理化等の検討が必要（すでに検討が
進められている大型化に伴う規制合理化などと同じ認識だが、
マルチモーダル型での適用可否についても検討が必要。）
また、STの設置場所によっては、駅・港湾・空港の制限エリア
内に他の交通モードが侵入するケースも考えられる。マルチモー
ダル型水素ステーションの設置・運用にあたっては、上記のよう
な場合を想定し、どのような安全基準・規制の合理化・適正
化や新たな整備が必要かの洗い出しが必要

大型化に伴う課題については、経済産業省・水素保安戦略の
策定に係る検討会等において継続的に議論し、左記のように
国・事業者との間でマルチモーダル型水素ステーションの運営にお
いて必要な、法規制や安全基準の合理化、適正化が必要な項
目の洗い出しを行い、実装に向けた議論を行う。

◎ 〇 〇 〇 〇

自治体による水素の需要創
出

ー
自治体によって地域での水素需要を創出するためには商用部
門での大規模導入、モビリティ分野以外での水素活用等、業
界縦断でのアプローチが必要

先進的な自治体での取り組みなど、自治体間での情報共有を
継続し、自治体内での水素リテラシーの向上を図ると共に、企業
との連携・連携支援などの自治体側の機能によって交通分野で
の水素需要創出をサポートする。ただし、自治体単体での活動
には限界があるため、国による経済的な支援や人員派遣などの
取り組みは継続的に実施する必要がある。

〇 ◎

地域住民の意識醸成 ー
住民へのFCV導入を進める上では、住民への周知/意識醸成
/社会受容性の向上、購入メリットの訴求がハードル

アカデミアなどの専門家と連携することで、出前授業や勉強会開
催など、住民の関心を高める活動を継続的に実施し、商用車
ベースで構築される水素インフラへの理解醸成などを自治体が中
心となって進めていく。

◎ 〇

行政の財政負担 ー
自治体内で水素の利活用ニーズがあるものの、政府の補助金
が継続的に下りない限り、実証止まりになってしまう

自治体が関与するプロジェクトであっても、早期の事業化を想定
したスキームを構築するなど、事業者による自立化を前提とした
事業開発を行う。また、補助金ありきではない商用化を目指すた
めにも、OPEXの補助ではなく、CAPEXの補助、供給インフラの
公共化などを前提に議論していく。

◎ 〇 〇

関係プレイヤーへのアプローチ ー

水素の大規模需要創出を促すには、自治体が主体的に事業
者/住民にアプローチし、地域全体での機運醸成/事業者連
携のサポートが必要
ただし、自治体側にも上記の活動に必要な専門人材が不足
しているため、人材育成・補強などが必要

企業との連携・連携支援などの自治体側の機能によって交通分
野での水素需要創出をサポートする。
産官学連携による人材育成の取り組みによって各自治体におけ
る複数の専門的な人材の育成を図る（アカデミアとの連携による
教育体制の構築など）ことや、民間事業者をうまく巻き込むこと
で、自治体がプロジェクトを組成しつつ、民間主導の取り組みに
昇華させる仕組みづくりやそれを実行できる体制づくりを国や主
要な民間事業者とも連携して推進する。

◎

モデルケース
共通

技術開発

ステークホルダー（主体:◎、関連:〇）課題解決の時間軸
カテゴリ 項目

経済性試算での前提
（委員会資料）

モデルケース実現に向けた課題（検証が必要な事項） 解決に向けて必要な取組み

その他
（主に自治体）



 

現在 2030 2040 2050 国・政府
地方自治

体
ST運営者 需要家

メーカーな
ど

交通モード間の距離
共用化時の旅客・貨物との現実的な充填箇所
の違いなどは未考慮

鉄道と路線バスなどで実際の充填場所が離れている場合が想
定される。ディスペンサーは個別に設置するなど、交通モードや
実態に合わせた水素STの仕様検討が必要

JR西日本らによる総合水素ステーションの検討状況などをベース
に旅客・貨物の交通モードへの補給地点が離れていても、蓄圧
器や圧縮機といった設備の共用化が可能かといった実現性にか
かる調査・検討行う

◎ 〇

荷役機械への活用
複数モードへの供給が可能とし、FCフォークリフ
トの需要を見込む

鉄道に対する補給と荷役機械への補給と他モードへの補給の
両立。現状、両者の充填圧力が異なる(FCF:~35MPa、
FCV:70MPa)）など、条件の異なるモードへの供給方法の
検討が必要

複数交通モードへの補給システム・技術の確立 〇 ◎ 〇

規制・制度
燃料電池鉄道車両の法規
対応

ー
高圧ガス保安法関係法令など、営業線での走行に向けて対
応が必要

水素燃料電池鉄道車両等の安全性検証検討会にて2024年
より議論が進められており、法規制の見直しについて検討が開始
しており、2030年代での燃料電池車両の導入を見据えて、
2030年までを目途に整理が行われることが期待される。

◎ 〇 〇 〇

水素供給方法
Ship to Ship、Shore to Shipいずれの場合
もマルチモーダル型水素ステーション

船舶によってShip to Shipでの供給なのか、Shore to Ship
による供給が適切なのかを検討する必要がある。また、Shore
to Shipの場合は、潮位差や喫水、供給距離によって成立し
ないケースも想定される。
また、Ship to Shipでの供給を想定する場合、バンカリング船
の開発も必要になる。

現在地域ごとにCNP検討会が発足し、官民連携しての議論が
行われている。港湾エリアでのマルチモーダル型水素ステーションの
導入を想定する場合、CNP検討会などの政府が主導する既存
の会議体での議論から開始し、実装に向けた詳細検討を進め
る。会議体が存在しない場合は、港湾管理者や民間事業者ら
によって協議を開始できる体制構築を政府が後押しする。

〇 ◎ 〇

荷役機械への活用 複数モードへの供給が可能とし、FCフォークリフ
トなどの港湾荷役機械の需要を見込む

船舶に対する補給と荷役機械への補給と他モードへの補給の
両立。現状はそれぞれの作業エリアの位置関係から成立しにく
い場合もある。

複数交通モードへの補給システム・技術の確立、作業エリアが離
れている場合に成立しうる補給方法の検討 〇 ◎ 〇

技術開発 多様な船舶種への対応 499型の内航貨物船を想定
タグボートから大型の内航貨物・旅客フェリーなど船舶の種類
は多岐にわたるため、様々な船種に対応した供給技術の開発
が必要

船舶を想定したモデルケースにおいて、特に水素利用が想定され
る小型船舶の中でも様々ある船種に対応した供給技術を開発
する。

〇 ◎

モデルケース
②

船舶・自動車

設置・運用

ステークホルダー（主体:◎、関連:〇）

設置・運用

課題解決の時間軸
カテゴリ 項目

経済性試算での前提
（委員会資料）

モデルケース実現に向けた課題（検証が必要な事項） 解決に向けて必要な取組み

モデルケース
①

鉄道・自動車



 

現在 2030 2040 2050 国・政府 地方自治
体

ST運営者 需要家 メーカーな
ど

設置・運用 交通モード間の距離 共用化時の旅客・貨物との現実的な充填箇所
の違いなどは未考慮

鉄道と路線バスなどで実際の充填場所が離れている場合が想
定される。ディスペンサーは個別に設置するなど、交通モードや
実態に合わせた水素STの仕様検討が必要

LDV向け水素ステーションの整備や空港車両向け水素STの設
置など、空港内での他車両への導入検討が進められており、将
来的に航空機で利用する場合の空港内の水素インフラの検討を
行う。

◎ 〇

地方空港への水素供給 ー

まずリージョナルプロペラ機から水素の導入が始まることが想定さ
れるが、この場合、水素をリーズナブルなコストで安定的に入手
し、地方空港への供給が必要

水素の導入当初は、液体水素ローリーにて航空機への液体
水素の補給を実施することになると予想されるが、場合によって
は液体水素ローリーを既存燃料の数倍の台数で運用する必
要が出てくる。その場合、燃料補給時間が⾧くなり、空港内の
地上交通の混雑も引き起こす可能性があるため、注意が必要
になる。

産業部門など他セクターや行政、地方自治体等と協力しながら
導入に向けた協議会の立ち上げや、民間主体での検討を推進
できる体制の構築を進める。
水素導入に伴う燃料補給に伴う地上交通のオペレーション見直
しを検討する。

〇 〇 〇

航空機地上支援車両への
活用

複数モードへの供給が可能とし、航空機地上
支援車両の需要を見込む

航空機に対する補給と航空機地上支援車両への補給と他
モードへの補給の両立

複数交通モードへの補給システム・技術の確立。また、航空機と
グランドハンドリング機材の補給場所は異なる上に、グランドハンド
リングも貨物地区専用のものも存在しているため、補給エリア含め
て運用の見直しや空港内での水素供給インフラの検討を行う。

〇 ◎ 〇

技術開発 液化水素とガスの同時充填
液化水素とガスの同時充填が可能なものとして
リージョナルプロペラ機と商用車の設備共用化を
想定

リージョナルプロペラ機の場合、液化水素の充填が基本となる
が、商用車には水素ガスの供給が必要であり、マルチモーダル
型水素ステーションの場合、ガスと液体の供給が必要

液化水素ローダーと通常のディスペンサーを有する水素STの成立
性検証のためのFS、システム全体の制御技術開発などを推進す
る。

〇 〇 ◎

モデルケース
③

航空機・自動
車

設置・運用

ステークホルダー（主体:◎、関連:〇）課題解決の時間軸
カテゴリ 項目

経済性試算での前提
（委員会資料）

モデルケース実現に向けた課題（検証が必要な事項） 解決に向けて必要な取組み



現在 2030 2040 2050 国・政府
地方自治

体
ST運営者 需要家

メーカーな
ど

技術開発 船舶・航空機への供給 双方への供給が可能であることが前提

商用車需要が小さい離島では、船舶・航空機の需要が大きく
なるため、従来の水素ステーションとは異なる仕様・設計が必
要
また、モデルケース③と同様に、航空機に対しては液化水素の
供給が必要となるため、船舶や自動車への供給と合わせてガ
スと液体の供給が必要

離島特有の事情ではあるが、水素ステーションの共用化が技術
的に可能であるのかなど、実現可能性についての詳細検討を行
う
また、モデルケース③と同様に、液化水素ローダーと通常のディス
ペンサーを有する水素STの成立性検証のためのFS、システム全
体の制御技術開発などを推進する。

〇 〇 ◎

水素供給 離島への水素供給方法 地産水素が前提
離島への水素の供給は、需要規模が一定数量を越えると、内
航船での転送が必要になると想定されるため、内航転送を行
う場合の運行ルートや離島を含めた供給網の検討が必要

内航転送船（液水ベースでの輸送がベースと思われます）の開
発やコスト低減のために内航船の共用化を図るモデルの構築
（内航船が稼働可能な距離感にある複数の離島における需要
をインテグレートする等）の検討を行う。
（重油で実際に行われているオペレーションを参考に、バンカリン
グ船の出張運行などの検討も行うことを想定）

〇 〇 ◎

その他 低価格水素の調達 値差支援の対象 ー

特に2030年代の導入初期では、水素価格の低減は、需要
規模の拡大や設備や運用コストの低減だけでは実現が難し
い。値差支援で求められる要件は15年間の補助と支援期間
終了後の10年で合わせて25年間の稼働が必要となるが、交
通分野の車両更新やST耐用年数などの観点から、⾧期間の
コミットが難しい。

水素の価格低減を産業中心に実現するだけでなく、交通分野に
おいても広く利用できるように供給可能な仕組みとするなど、産
業と交通とで分野横断的に取り組みを推進できる体制及び仕
組みづくりを行う。

◎ 〇 〇 〇

モデルケース
④離島（船
舶・航空機・
自動車）

ステークホルダー（主体:◎、関連:〇）課題解決の時間軸
カテゴリ 項目

経済性試算での前提
（委員会資料）

モデルケース実現に向けた課題（検証が必要な事項） 解決に向けて必要な取組み
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